
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世田谷区業務継続計画＜震災編＞（ＢＣＰ）概要版 

 

修正の視点 

 

世田谷区業務継続計画＜震災編＞（ＢＣＰ）の項目について 

 

○ 業務継続計画とは 

・利用できる資源に制約がある状況下においても適切に業務を

執行するため、優先すべき業務を特定し、必要な資源の準備

や対応方針を定める計画である。 

○ 本計画の目的 

・震災時において、区民の生命及び財産を保護し、区民生活に

必要不可欠な業務を早期再開することを目的とする。 

○ 地震の規模・発災条件 

・東京湾北部地震 M7.3 

・冬の夕方 18時、風速 8ｍ／秒 

・区の 7割弱の地域（66.8%）で震度 6強の揺れ 

○ 想定される被害 

 区全体の被害想定 

死者 655 人、負傷 7,449人、全壊 1,366 棟、焼失 21,727 棟 

電気停電率     19.4%     上水道断水率   30.8% 

固定電話不通率 12.7%     下水道被害率   24.7% 

 

※非常配備態勢全員で 5,409人 

 

○ 非常時優先業務の選定 

・前提条件を踏まえ、発災後１ヶ月以内に優先して開始すべ

き「非常時優先業務」を選定し、業務開始目標時間、実施

に必要な人数を検討する。 

○ 非常時優先業務の選定結果 

・非常時優先業務は 858 

・うち災害対策業務が 416、優先すべき通常業務が 442 

○ 主な非常時優先業務 

○ 推進体制 

・全庁的に取り組みを進めるため、災害対策推進本部（部長会構成員で構成）を本計画

の推進体制とする。 

・業務継続のための職員配置は、事業継続対策部会にて調整する。 

 

 

① 東日本大震災、平成 28年熊本地震等の実災害の教訓を

踏まえた災害対策関連法令改正や「大規模災害発生時に

おける地方公共団体の業務継続の手引き」（平成２８年

２月、内閣府（防災担当））の改定内容等を踏まえる。 

 

② 東日本大震災を踏まえ、都が全面的に見直した「首都直

下地震等による東京の被害想定」（平成２４年４月、東

京都防災会議）より、本区全体の人的被害、建物被害、

ライフラインの被害状況等を反映する。 

（１）実災害の教訓等を反映 

 

 

① 世田谷区地域防災計画（平成２９年修正）の新たな防災

対策を反映し、災対各部の応急対策業務、優先すべき復

旧・復興業務を選定する。 

 

② 本計画を具体化する「世田谷区震災時職員行動マニュア

ル」「世田谷区震災復興マニュアル」（今年度修正中）

に示される応急対策業務、復旧・復興業務との整合を図

り、災害時の実行性を確保する。 

（２）関連計画・マニュアル等との整合 

 

 
① 最新の組織体制で非常時優先業務の見直しを行う。 
 
② 災対各部、各課が選定した非常時優先業務ごとに業務内

容を整理し、発災から１ヶ月以内の業務実施に必要な区

職員の人数を検討する。 
 
③ 災対各部、各課の非常時優先業務及び業務開始目標時間

等の整合を確保する。 
 
④ 応急対策業務を行うための非常配備態勢に基づき、発災

から経過時間ごとの職員参集推計の見直しを行う。 
 
⑤ 非常時優先業務に関する検討内容をデータベース化し、

計画の持続的メンテナンス体制を構築する。 

（３）非常時優先業務の見直し（計画策定から６年を経過） 

 

 

① 非常時優先業務を行うための執行環境の確保において、

関係所管で構成する検討部会を開催して「現状」及び「課

題」と「対策の方向性」を時点修正する。 

 

② 新たな検討項目として、第１庁舎、第２庁舎に所在する

各課の「代替庁舎」について、候補施設の災害時の使用

用途、収容可能面積等を基に具体化する。 

（４）執行環境の確保 
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○ 想定される職員体制 

・就業時間外（朝５時）発災を想定し、居住地から指定参集場

所への参集を時系列で推計する。 
項目 主な課題 主な対策の方向性 

職員 ○非常時優先業務の実施に必要な
人員の確保 

○非常時優先業務の選定結果を基に、非常配備態
勢の見直しを実施 

○非常配備態勢、参集場所の定期的な更新、訓練
等を通じた職員への周知徹底 

庁舎 ○代替施設の確保、バックアップ機
能の充実 

○応急危険度判定及び緊急点検の
実施体制の確立 

○代替施設への必要な資機材の配備、具体的な使
用方法等の検討 

○大学等との協力協定による予備施設の確保 
○判定する施設の優先順位、区・応援者の役割分
担の検討、建物の緊急点検体制の確立 

通信 
 

○様々な状況に備えた多様な連絡
手段の確保 

○防災行政無線の新規配備及び定期訓練による操
作習熟 

○無線配備の推進及びその他通信手段の検討 

情報 
ｼｽﾃﾑ 

○情報システムの早期復旧 
○情報システム復旧後の運用体制
の構築 

○重要システムのクラウドサービスへの移行 
○システム運用委託事業者と早期復旧体制に向け
た協議の実施 

○各所管によるシステム復旧後の対応体制及び手
順の明確化、マニュアル整備 

移動 
手段 

○車両の確保 
○自動車以外の移動手段確保 

○民間事業者との災害時協力協定締結の検討 
○パンクレスタイヤを装着した自転車の導入 

飲料水 
食料等 

○職員用食料・飲料水の３日分確保 ○職員用食料・飲料水の更新（保存期限に応じた
定期的入れ替え） 

 

時間 
発災～4時間

以内 
4～8時間 

以内 
8～24時間 

以内 
24～72時間 

以内 
72時間～ 
1週間以内 

人数 1,941 人 2,925 人 3,753 人 4,221 人 5,294 人 

割合 35.9% 54.1% 69.4% 78.0% 97.9% 

 

第１章 基本的な考え方 

 第２章 計画の前提条件 

 第３章 非常時優先業務 

 第４章 非常時優先業務の執行環境の確保 

○ 非常時優先業務の執行環境確保（概要） 

 第５章 計画の推進 

業務開始 
目標時間 

非常時優先業務 

災害対策業務 優先すべき通常業務 

発災～4時間 

執務環境確認・活動場所確保 
災害対策本部の設置 
拠点隊の巡回・情報収集 
緊急輸送対応 

 
 

4～8時間 
避難所の状況把握、開設の支援 
応急給水の実施 

 

8～12 時間 物資集積所開設・管理 戸籍届出受領事務 

12～24時間 
遺体収容所の開設 
ごみ収集および措置 

 

24～48時間 物資輸送の実施  

48～72時間 
福祉避難所の開設 
緊急保育の実施、応急教育の順次実施 
災害復興計画基本方針決定 

あんしんすこやかセンター相談業務 

72 時間 
～1週間 

被災者総合相談所の開設 
被災者生活実態調査の実施 

 

1～2週間 り災証明発行に関する相談所開設 
母子保健相談、育児相談 
住民記録・住居表示（※） 
戸籍関係証明書発行（※） 

2 週間 
～1ヶ月間 

り災証明発行 
応急仮設住宅入居者の募集等 

保育サービスに係る事務 
（区立・私立保育園等） 

 (※)5支所のうち世田谷総合支所 

において先行して再開する 

 


